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定期監査結果について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第４項の規定による定期監査

を実施し、同条第９項の規定により監査の結果に関する報告を次のとおり決定した

ので、公表します。 

（当該監査の結果は、令和２年１２月１５日に議長及び市長に提出し、令和２年

１２月１８日に議会報告されています。） 

 

 

１ 監査の対象 

熊毛総合支所 

地域政策課、市民福祉課、産業土木課 

教育委員会事務局熊毛総合出張所 

２ 監査の範囲 

令和２年４月（一部平成３１年４月）から令和２年８月までの収入、支出及び

契約等財務に関する事務 

３ 監査の実施期間 

令和２年１０月１６日から令和２年１２月１５日まで 

４ 監査の実施内容 

監査に当たっては、周南市監査委員監査基準に従い、財務事務監査を中心に行

政監査の視点も取り入れ、市の事務の執行が法令等に則り適正に執行されている

か、合理的かつ効率的に執行されているかを主眼として実施し、全部又は一部を

抽出により関係書類を検査照合するとともに、関係職員から説明を聴取した。 

５ 監査の着眼点 

監査の実施に際し、過去の監査結果等を参考にリスク評価を行い、着眼点を設

定した。その主な項目は次のとおりである。 

⑴ 共通的事項 

ア 許可、認可、承認等の事項が法定の要件にかなっているか。 



イ 歳入の徴収又は収納事務の委託及び支出事務の委託は適正に行われてい 

るか。また､歳入の徴収又は収納の事務を委託した場合、所定の告示及び公 

表を行っているか。 

ウ 内部統制が有効に機能しているか。 

エ 各部局間の連携、整合性がとれているか。 

 ⑵ 収入事務  

ア 調定はその根拠となる法令等に適合しているか。 

イ 調定漏れはないか。 

ウ 減免、延納又は後納等の理由及び手続は適正か。 

エ 納期限の設定は適切か。 

オ 収納金は適正に保管されているか。また、私金と混同してないか。 

カ 収納金は遅滞なく指定金融機関等に払い込まれているか。 

 ⑶ 支出事務 

ア 金額積算の根拠となる日数、時間数等は関係記録と合致しているか。 

イ タクシー券、鉄道回数券等及び切手、印紙等の使用及び保管管理が適正に 

行われているか。 

ウ 実績報告に基づく補助金等の支出については、その成果の確認が行われて 

いるか。 

⑷ 契約事務 

ア 設計書及び仕様書は適正に作成されているか。 

イ 随意契約による場合は原則として２人以上の者から見積書を徴している 

か。また、例外的に１人の者から見積書を徴する時は、その理由は適正か。 

ウ 予算の配当額を超える契約及び配当前における契約はないか。 

エ 契約書、見積書等関係書類及び帳簿は確実かつ的確に整備されているか。 

また、これらの内容は適正か。 

オ 契約金額、契約目的、履行の期限及び場所、契約保証、危険負担、延滞違 

約金、前払金、概算払等の特約その他契約の内容は適切か。また、公表を要 

する公共工事の場合、契約の内容を公表しているか。 

カ 歳入の徴収又は収納事務の委託及び支出事務の委託は適正に行われてい 

るか。 

６ 監査の結果 

上記事項のとおり監査した限りにおいて、監査の対象となった事務は、法令等

に適合し、合理的かつ効率的な執行に努められており、次に述べる事項を除いて、

おおむね適正に処理されていた。 

なお、指摘事項の詳細にわたる部分や軽微な事項については、監査結果の講評



の際に、文書で指導した。 

 

 熊毛総合支所 

  地域政策課 

⑴ 収入事務 

ア 使用料の徴収事務委託について、会計事務規則に基づいた手続がされて

いないものがあった。 

イ 使用料について、会計事務規則に基づく収納事務が滞っていたものがあ

った。 

 ⑵ 契約事務 

  ア 周南市長期継続契約を締結することができる契約を定める条例に該当し 

ない業務委託契約について、年度開始前に契約が締結されているものがあ 

った。 

市民福祉課 

 ⑴ 支出事務 

  ア 切手の管理について、受払簿と一致していないものがあった。 

産業土木課 

 ⑴ 契約事務 

  ア 有料公園の管理業務について、会計事務規則に基づく収納業務が実施され 

ていないものがあった。 

教育委員会事務局熊毛総合出張所 

 ⑴ 支出事務 

ア 補助金について、補助金等交付規則に基づく交付事務が行われていないも 

のがあった。    


